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≪ 会 議 録 ≫ 

 

（１）令和元年度 宇部市国民健康保険事業特別会計当初予算について 

（事務局） 議題１資料に沿って事務局から説明 

（会長） 委員の皆様、何か御意見・御質問がありますか。 

（委員） 予算書についてですが、款・項・目とは何ですか。また、国保料収納率が上昇

したということですが、その理由は何ですか。併せて、特別徴収員制度が廃止さ

れた件についても説明をお願いします。それともう一つ、国保の被保険者は 75
歳になると後期高齢者になりますが、今後さらに後期高齢者への移行が増えてい

くと、国民健康保険自体の財政は安定するのでしょうか 

（事務局）  まず、予算書の款・項・目についてですが、予算科目とも言われ、予算を区分

するためのものです。最大の分類を「款」といい、「款」を細分化したものを「項」、

「項」を細分化したものを「目」と言うように続いていきます。 
次に、収納率についてですが、平成 30年度収納率の見込みは約 92％で、現在、

収納率の向上に向けて様々な取り組みを進めているところです主な取組として

は、納付が滞った方に対し、初期の段階は文書による納付勧奨を実施し、その後、

委託業者によるコールセンターからの電話勧奨なども実施しています。 
また、滞納者に対しての財産調査を行い、納付資力があるにも関わらず納付が

無い方については差押えを行い、納付資力がない方については執行停止を行うと

いったように状況に応じた滞納整理を実施しています。今後も色々な方法で収納

率の向上を目指していきたいと考えています。 
次に特別徴収員制度についてですが、昨年特別徴収員による着服事件が起きた

ことから、制度の存続を検討した結果、昨年の 6月末をもって特別徴収員制度を

廃止しております。特別徴収員制度は廃止しましたが、先ほど申し上げたような

収納率向上の施策をしっかりとやっており、平成 30年度の収納率は若干ですが

上がっているという状況です 
最後に後期高齢者の方が増えていくと国保の財政は安定するのかということ

ですが、75 歳に近い前期高齢者の方は医療費が高い傾向にあります。よって、

今後、高齢化が進み、団塊の世代の方が後期高齢者になられた後は少し医療費が

減るのではと思っています。但し、一人あたりの医療費は年々増加し続けている

状況であることから、前期高齢者の方が後期高齢者へ移行されたとしても、国保

の財政運営は引き続き厳しい状況が続くと考えています。 

（委員） 資料 1の基金残高についてですが、平成 28年度はかなり取り崩しが多いです

よね。この年度に取崩しが多くなった理由は何ですか。 

（事務局） 平成 28年度は新しい高額な薬剤が保険適用となるなど、医療費が増大して 
いくなか、その医療費を賄うための保険料を被保険者から徴収すると非常に高い

保険料になってしまうため、基金を取り崩して保険料の増加を抑制したもので

す。 



 

(2) 医療費の動向と健康づくりの取組について 

（事務局） 「議題２資料」に沿って事務局から一括説明。 

（会長） 委員の皆様、何か御意見・御質問がありますか。 

（委員）  山口県の特定健診受診率は全国最下位で宇部市も受診率が非常に低いという 
ことですが、山口県の特定健診受診率が最下位になった理由は何が原因だと考え 
ていますか。 

（事務局） 山口県の特定健診受診率が低迷する原因について、山口県がどのように分析し

ているかは不明ですが、今年度、宇部市が実施する「自己負担額の無料化」と「医

師会の協力のもと診療情報を特定健診に活用する事業」については、県からの補

助金を財源に実施する事業でありまして、県も市町に対する支援を強化してい

て、受診率向上に向けて真剣に取り組んでいます。 

（会長）  新規の取組である「診療データの活用事業」について質問します。以前から特

定健診の受診率が低いのは、健診対象者が元々通院中であることから受診しない

人が多いということであったと思います。以前の話では、そういう方の検査結果

データを医療機関から提供してもらえば特定健診に振り替えることが出来るが、

医師会からしたら個人情報の提供になるので難しいだろうということだったと

思います。このたび、本人からの同意がある場合のみ実施していくということで

すが、現在、医師会とどのような交渉がされているのですか。 

（委員） 「平成 30年度当初予算」の資料では基金積立金は 2億円とされているのに対し

て、「基金の状況」資料では平成 30 年度の基金残高が 9 億 7 千万円になってい

ますが、その差額の理由は何ですか。 

（事務局） その金額の差額については、年度の途中に補正予算を計上したことによるもの

です。2億円の積み立ては、あくまでも当初予算時において計上していた金額と

いうことになります。 

（事務局） 基金はいくらくらいを目安にして積み立てているのでしょうか。 

（事務局） 現在の基金条例には、いくらの基金額を保有目安にするといった決まりはあり

ません。県が広域化する前の国の指針では、過去 3年間の平均保険給付費額のお

よそ 1割の金額が妥当な基金保有額であるという指針がありました。しかし、現

在は規定も無いため、事務局としても大変難しい問題であると感じています。 

（会長） 今年度の予算は被保険者の保険料の負担が大きくならないように、今回は保険

料を抑制した予算であるという理解でよろしいでしょうか。 

（事務局） 当初予算における保険料の算定方法は、最初に歳出部分を見込み、その後、歳

入として見込まれる県支出金等を算出します。歳出合計からその県支出金等を引

いた差額が保険料として必要な額ということになります。しかし、実際の保険料

については、前年度の剰余金また被保険者の所得総額等を考慮して保険料率を決

めるため、実際の保険料額とは少し乖離があるということになります。 



（事務局） 医療機関に通院中の方が特定健診を受診されない傾向があるということは全

国的な傾向です。その課題をどうにかできないかということで、医療機関から診

療データを頂き、特定健診に振り替える事業の実施に向けて、昨年から医師会と

協議してきました。本人の同意の上ということは大前提になりますが、医療機関

の方でも受診対象者に対して色々と働きかけをして頂きながら実施していくこ

とになります。特に今年の 11 月か 12 月には、その時点までの未受診者の方の

リストを各医療機関に送付し、その医療機関にリストの方が来られた時は特定健

診の受診か、診療データの提供にご協力頂けるよう働きかけをお願いしたいと考

えています。 
（会長） 診療所や病院から受診対象者への働きかけという形になるのであれば、かなり

大変なことだと思いますが、医師会としてはどのように考えておられますか 

（委員）  医師会としては、協力はしたいと考えています。まだ、詳しい内容は決まって

いませんが、期間を決めて人数を絞って実施することになると思います。次回の

運営協議会の頃には進展があると思います。 

（会長） 医師会は前向きに検討するようですね。各病院にとっては、結構ハードルが高 
いかもしれませんが実施してみないと分からないと思います。病院だったら、ど

この病院に話を持っていかれる予定ですか？ 

（事務局）  大きな病院でいえば宇部興産中央病院を考えておりますが、小さな病院であっ 
ても特定健診の実施医療機関には、未受診者リストを送る予定となっています。 

（会長）  分かりました。では、今後どのような形になるのか、次回の運営協議会で動向 
をお聞かせいただけたらと思います。よろしくお願いいたします。 
 では、他に何か御質問はありますか。 

（委員） 「健幸長寿のまちづくりプロジェクト」についてですが、いずれは市民説明用

の冊子のようなものが作成されるのですか。また、資料の中にある“フレイル”

や“ポピュレーションアプローチ”や“ヘルスリテラシー”など理解しにくい用

語については、注釈等を付けて頂くと分かりやすくなると思いますが。 

（事務局） ご指摘ありがとうございます。それぞれの事業のスタート時に参加者を募集し

ていきますが、その際には、より分かりやすい言葉を使って具体的な説明をしな

がら周知していく予定です。なお、現時点では、冊子の作成については考えてい

ないです。 

（委員） 「はつらつ健幸ポイントプロジェクト」に関しては、今ある「はつらつポイン 
ト制度」をさらに発展させるという感覚で捉えたらいいでしょうか。また、「フ

レイル＋フレイル予備群への介入による進展予防」と「生活習慣病等のリスク者

への運動指導」に関しては今年度から始まる新規事業ですか。 

（事務局） はい、そのとおりです。 

（会長） 人数はそれぞれ 100人ずつをエントリーして行うということですか。 



（事務局） はい、そうです。 

（会長） 筑波大学とつくばウェルネスリサーチは別々の機関ですか。 

（事務局） 

 

 

 

 

はい、そうです。つくばウェルネスリサーチは大学から分離して健康づくりに

関する事業を行っている会社になります。今回の事業はどれも新規のものや拡大

したものになりますが、事業の評価の部分については筑波大学にお願いしようと

思っています。それから、個人の運動プログラムの開発ついては、つくばウェル

ネスリサーチが作成し、それをタニタヘルスリンクが実施事業者として運営して

いくという流れになります。初年度は手探りで進めていくので、プログラム作成

者である、つくばウェルネスリサーチにも関わっていただき、指導・助言を受け

ながら進めていくことになると思います。 

（会長） この事業に関しては、今年度に実施した結果、何名エントリーがあって、どん

な効果があった等いずれ事業評価をしていくということですね。すぐに結果が出

る事業ではないと思いますが。 

（事務局） そうです。長期的に見ていく予定です。 

（会長） 分かりました。ありがとうございます。 

（委員） この事業については、実際には介護保険を利用してデイサービスやリハビリを

している方が多いので、その方々にこの事業の参加を勧めても、内容が重複する

ところが多々あると思うので難しいのでは。 

（事務局） 一応、対象者は介護保険のサービスを利用されている方は対象外にすることを

考えています。要支援 1・2くらいの介護度をお持ちの方でまだ介護サービスを

使われてない方や、介護サービスも介護保険も申請していない高齢者の方であっ

ても運動に関してのアンケート結果から運動不足と思われる方を対象に約 100
人規模で実施することを考えています。 

（会長） 有料ということですが、金額はどのくらいかかりますか。 

（事務局） まず、対象者の方たちに使用していただく活動量計の通信費が年会費として

1000円かかります。そして週 1 回の個別指導や体力チェックを行う際にかかる

データの通信費やプログラムメニューの印刷代などとして、月々の参加料が

1500 円かかります。それは介護予防も治療中の方の運動療法も同じ金額になり

ます。 

（委員） 今後、参加者を増やす予定ですか。 

（事務局） 参加者については、来年、再来年と増やすこと考えていますが、行政だけでは

当然出来ない事業ですので、先ほどお話しのあった介護保険の事業所や地域の中

でも健康づくりを率先して実行している方々や、運動関連ということでスポーツ

ジム関係者などにもご協力いただきながら広げていけたらと考えています。 



（委員） 実際にやってみないと分かりませんが、リハビリをして介護保険を使う人がい

れば、運動を続けたいのでこの事業を使う人もいるということで、介護保険を使

いたくないとか抵抗のある人にとっては選択肢が増え、良い事業だと思います。

但し、対象者がバッティングし取り合いになる可能性はありませんか。 

（事務局） その件につきましては、この仕組みを具体的に作るなかで、関係者の方々とも

協議しながら対象者が重複しないように実施できればと考えています。 

（委員） 筑波大学の方が指導に来られるのですか。 

（事務局） 今年度は初年度ということで何回か来ていただくことを調整しています。但し、

参加者に対して指導してもらうというよりは、実施する事業者の方や運動指導者

の方に対しての助言をお願いする予定です。 

（委員） 週 1回の計測日に都合が悪く行けなかった場合の対応はどうしますか。 

（事務局） 体組成計などの計測する器具は会場に常時置いておくので、都合が悪い時は別

の日に来ていただき使用することは可能です。市内の 5・6ヵ所くらいの施設に

も常置する予定ですので、施設が開いている時間は自由に使えるようにすること

を考えています。 

（委員） 計測器具はきちんと測定しないと正しい数値が計測出来ないと思いますが、一

般の市民だけで正しい測定結果を出せるのでしょうか。 

（事務局） 週 1回集まる教室には健康運動指導者の方を常駐させておくので、正しい測定

が出来ると考えています。また、何回か通われて慣れてくるとご自身でもある程

度測定することは出来ると思います。 

（委員） 御本人が使用する活動量計は、常時付けておかないといけませんか。 

（事務局） その機械で活動量をカウントしていくので、出来るだけ付けてもらいます。 

（委員） スマホでは出来ませんか。 

（事務局） スマホのアプリでもできます。先ほど、活動量計の年会費が 1000円と説明し

ましたが、スマホアプリであれば年間 500円で参加できます。 

（委員） 大変面白い取組だと思いますが、約 10か月で効果が出すのは難しいと感じま

すが。 

（事務局） 

 

事業自体は半年を目安にしていますが、来年度以降も継続して参加されたい方

は是非参加して下さいということで進めています。出来るだけ長い期間参加して

頂くことによって効果も現れてくると思いますので、単年度で終了とは考えてお

りません。 



（委員） 資料№2-4の特定健診の受診者と未受診者の医療費の比較についてですが、特

定健診の未受診者の方の医療費が高い傾向にあると説明されましたが、このデー

タは単年度のデータが元になっているのですか、それとも複数年度のデータが元

になっているのですか。次に三大成人病についてですが、高血圧症や脂質異常症

の 39歳未満の方の比率が高くなっているのは、若い世代の方は働いていて被用

者保険に入っている比率が高く、働けない方が国保に加入していることから 39
歳未満の比率を上げているからなのでしょうね。今後は被用者保険のデータも一

緒に分析等が出来れば良いと感じました。最後に、「健幸長寿のまちづくりプロ

ジェクト」についてですが、資料の中では 39歳未満の方のリスクが高いという

分析が出ていますが、そういった方への事業が少し弱いように感じました。ポピ

ュレーションアプローチにより働きかけていくということだとは思いますが、も

う少し若年層の方への取組も強化されても良いのではと思ったのですが。 
（事務局） 特定健診の受診者・未受診者の医療費の比較についてですが、このデータの元

となっているのは、平成 30年度の単年度データです。それから高血圧症や脂質

異常症の 39歳未満の方の比率が高くなっている件ですが、この層は、被用者保

険に入っている人が多いので、国民健康保険にとっては限定的な層と言えるかも

しれません。参考までに国民健康保険の加入率について説明しますと、宇部市全

人口に対しまして国民健康保険に加入している方は約 20％です。実は年齢層に

よって加入率が違うのですが、40 歳未満の階層になりますと国民健康保険に加

入率が大体 11％～12％ぐらい、60歳を過ぎてくるとこの加入率が 30％～40％、

70歳を超えると 75％ぐらいの方が国民健康保険ということで、やはり年齢層に

よって、かなり特徴があります。 
 ポピュレーションアプローチの所で、もう少し 39歳以下の層に対して取り組

みを強化してはと言うことについてですが、今回のプロジェクトは 5年計画で継

続して実施していく予定で、初年度はまず３階層の事業の組み立てを中心に検討

していき、実際の事業立ち上げは年度の後半になります。その後、2年目 3年目

と進むにつれ健康経営という観点で、若年者層が多い中小事業所にお勤めの方に

も健康づくりの支援を進めていきながら、このポイント制度を組み立てていきた

いと考えています。先ほど、以前のはつらつポイント制度のことについて、ご説

明しましたが、うべウォークにおいても事業所対抗で歩数を競わせたりしてポイ

ントに還元していくという仕組みもありましたので、今後、そういった事業所単

位で競争して健康の関心度を高めたりとか、グループで参加できるような仕組み

をポイントの中に組み込んでいくなど、若年層も関心を持つような内容を検討し

ているところです。 

（委員） 今回のプロジェクトの取組内容は、運動を中心に考えられていると思います

が、資料 2－4のデータで面白いと感じたのが、実際に山口県は運動していない

人が全国と比べて非常に多く 65.6％となっており、改善意欲もないと言うとこ

ろです。具体的な理由やそのように答えた方の属性、また、県内他市の状況等を

分析したうえで運動に対する取り組みを考えた方が良いと思ったのですが。 



（事務局） 6ページの資料の“1日 1時間以上、歩行または同等の運動なし”が 65.6％と

いうことですが、これ以上詳細に階層分けすることは、本市が持っているデータ

では困難であります。今後、施策を考えていく上では、多様なデータを収集し調

査・分析していく必要があることは認識しています。 
（会長） 御質問・御意見等無ければ、これで議題を終わりにします。 

それでは、以上を持ちまして、令和元年度 第 1回国民健康保険運営協議会を 

終了します。委員の皆様、ありがとうございました。 
 

 

 


